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通信衛星のメリットとしては

○地上での災害発生に伴う通信途絶時に代替の通信手段として利用できること

○地上インフラが未整備の離島や僻地などにも遍く電波が届くこと

○テレビ放送や救急活動のように機動性が求められる現場で即時に活用できること

○航空機や船舶など地上ネットワークと直接通信できない移動体での利用

等が挙げられる。

通信衛星の概要

中継器

通信衛星



ＪＡＸＡ（旧ＮＡＳＤＡ）による人工衛星開発とＪＡＸＡ（旧ＮＡＳＤＡ）による人工衛星開発と実利用への貢献実利用への貢献

ＪＡＸＡ（旧ＮＡＳＤＡ）では、これまで通信・放送・気象等の分野において、初期の段階における

 研究開発衛星を開発し、その成果が段階的に民間や利用省庁の現在のサービス体系の構築

 に大きく貢献。
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■「きく6号」の通信ミッション機器は、商業通信衛星NSTARに搭載さ

 れ、その後、海外の通信衛星にも展開されている。

■「きく6号」で開発した「地球センサ」を「かけはし」、「こだま」、「きく8

 号」、「きずな」と繰り返し使用、企業が低コスト化を進め、海外から

 も200台以上受注の実績。

■「きく7号」で開発した「太陽電池パドル」を「こだま」、「かぐや」、「い

 ぶき」と繰り返し使用、企業の受注活動により、海外からも受注。

■「きく6号」、「かけはし」、「こだま」で確立した技術を踏まえ、「アポジ

 エンジン」を企業が商品化、海外からも40機以上受注。「きずな」で

 も採用。この他、２２Ｎスラスタを50機以上、海外から受注。

■「きずな」で開発した「低雑音増幅器」が、海外から200台以上受注。

5

我が国で開発された機器の技術移転例



○宇宙基本計画（平成２１年６月

 
宇宙開発戦略本部決定）

Ｃ

 
高度情報通信システム

①社会的ニーズと今後１０年程度の目標
（a）公共の安全の確保

「災害発生時の通信手段の確保」というニーズに対して、災害発生時の災害情報伝

 達や連絡等のために商業通信衛星を政府・地方公共団体等が利用しているが、衛

 星専用の地上局（受信アンテナや専用機材）が必要であり、すでに契約数が約１億と

 なった携帯電話など広く普及している汎用の手段での通信は、地上の携帯基地局等

 に被害が出たような場合には利用できない状況である。このため、今後、携帯電話

 端末のみにより衛星通信が可能で、地上システムと衛星システムとの共用を可能と

 する研究開発を実施し、技術試験衛星による実証に進むことを目標とする。

②５年間の開発利用計画
上記目標の実現に向けて、以下の施策を推進する。
・携帯電話端末で地上通信も衛星通信も利用可能な地上／衛星共用携帯電話システ

 ムの実現を目指し、地上システムと衛星システムで同一の周波数帯を使用可能とす

 るための、干渉回避技術、地上システムと衛星システムの協調技術、大型展開アン

 テナ技術に関する研究開発を進める。
・なお、超高速インターネット衛星「きずな」による高速インターネット通信のアジア太平

 洋地域や離島等における利用実証実験、技術試験衛星Ⅷ型「きく８号」による移動体

 通信に関する利用実証実験を進める。
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通信衛星開発の宇宙基本計画での位置づけ
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通信衛星の開発体制

ＪＡＸＡ

衛星仕様

 
策定

衛星開発

地上施設／

 
設備開発

衛星打上／

 
追跡／管制

軌道上実証

 
実験／運用

ＮＩＣＴ

通信基盤

 
技術の研

 
究開発

研究開発

 
計画策定

通信技術開発 軌道上実証

 
実験

衛星基盤

 
技術の研

 
究開発

地上試験等

成
果
の
民
間
等
へ
の
普
及
・活
用
促
進

連携 反映 連携

その他機関
プロジェクトにより参画（例

 

ＥＴＳ－Ⅷ：ＮＴＴ）

（※現在の大まかなイメージ）

●国の宇宙基本計画等に基づき、以下のスキームで開発、実証実験等を推進
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通信衛星の開発方針（1／2）

第３期科学技術基本計画

 

分野別推進戦略 フロンティア分野（平成18年3月28日総合科学技術会議）
重要な研究開発課題の一つとして「通信放送衛星システム」が選定され、以下のとおり目標が設定

＜研究開発目標＞
・「きく８号」

 

：

 

2009年度までに大型展開アンテナ技術（19ｍ×17m）、移動体通信技術（手のひらサイズの超小型端末）
等を開発し、世界初となる静止衛星と超小型端末間における双方向衛星通信を実現する。
【文部科学省】

・「きずな」

 

：

 

2010年度までに無線による広範囲の超高速アクセス（家庭：最大155Mbps, 企業等：最大1.2Gbps）技術を
実現し、双方向の衛星通信速度としては世界最高・世界初となるギガビットレベルの技術実証を行う。
【文部科学省】

・高度衛星通信技術に関する研究開発

 

：
第2期で開発してきた「きく８号」、「きずな」の通信用搭載機器を利用した衛星通信ネットワークにより、
2010年度までに災害対策、デジタルデバイド解消、衛星インターネット等の技術を開発し実証する。
また、災害対策・危機管理のための衛星基盤技術として、携帯端末による移動体衛星通信技術や、同じ
搭載通信機で通常時の大容量基幹回線と災害時の多数の小容量ユーザー回線という状況に応じた衛星
通信を可能にする技術の開発等を行う。【総務省】

＜成果目標＞
・2010年度までに災害の影響を受けにくいロバストな通信手段の技術実証を行うことにより、離島・僻地におけるデジ

タルデバイドの解消等によるユビキタスネット社会の実現に資する。【総務省、文部科学省】
・2010年度までに、大規模自然災害等においても衛星を利用して確実に情報を送り届けることができるシステムを

構築するための基盤となる技術を開発し、国民生活の安全・安心の実現に資する。【総務省】
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通信衛星の開発方針（2／2）

「「分野別推進戦略」中間フォローアップについて（平成21年5月27日基本政策推進専門調査会）」に
おいて以下のとおり評価

・「きく８号」は、平成18年12月に打上げられ、移動体通信の実証が行われた。受信系機器に不具合が発生したものの、
中継装置等により対処を行い、防災実験等で成果が挙げられている。また、大型静止衛星バス技術や大型展開
アンテナが後続衛星へ技術継承され、商用衛星受注等に繋がっている。今後も、利用機関と連携した更なる技術
実証、利用実証の継続が必要である。

・「きずな」は、平成20年2月に打上げられ、現在通信利用実験を着実に実施している。これまでに、超小型地球局に
対する高速伝送技術が実証された。また、アジア太平洋地域に対する科学技術外交のツールとして大きく貢献して
おり、今後も、相手国のニーズを踏まえた、長期的な視点による取組が求められる。

・これら、「きく８号」や「きずな」を用いた、衛星通信ネットワークにより、災害対策、デジタルデバイド解消、衛星
インターネット等の技術実証が行われている。今後もこれらの実証を継続するとともに、実際の防災活動等に適用
されるよう、取組む必要がある。また、次世代情報通信技術として、地上と衛星の共用携帯電話システムの実現に
向けた研究開発を進める必要がある。



ＥＴＳ－ＥＴＳ－ⅧⅧの概要の概要

開発目的

ETS-Ⅷは、今後の宇宙活動に必要となる先端的な衛星共通基盤技術

 の開発並びに先端衛星通信システム技術開発を通じて、高度情報化へ進

 む社会に貢献することを目的とした我が国最大の静止衛星である。その

 ために必要となる下記技術の開発並びにそれらの実証・実験を行う。

① 多様なミッションに対応可能な世界最高水準の

 ３トン級静止衛星バス技術

② 世界最大・最先端の大型展開アンテナ技術

③ 携帯端末による移動体衛星通信システム技術、

 並びに画像や高品質な音声の伝送を可能とする

 移動体衛星デジタルマルチメディア同報通信

 システム技術

④ 衛星測位システムの基盤技術

10



ＥＴＳ－ＥＴＳ－ⅧⅧの概要の概要
 （外観及び主要諸元）（外観及び主要諸元）

（１）静止３トン級大型衛星バス技術

（２）大型展開アンテナ技術

（３）移動体衛星通信システム

40m40m

（４）衛星測位に係わる基盤技術
項目 諸元

質量

発生電力

打上げ

打上げロケット

軌道

設計寿命

約3トン（軌道上初期）

7,5kW以上

平成18年12月18日

＠種子島宇宙センター

H-IIAロケット

 

204型

静止軌道（146°E）

3年（ミッション機器）

10年（衛星バス）

主要諸元

外観

11



ＥＴＳ－ＥＴＳ－ⅧⅧから得られた成果の産業への利用から得られた成果の産業への利用

①３トン級静止衛星バス技術の取得

②世界最大・最先端の大型展開アンテナ

ETS-VIIIで開発した

 静止衛星の標準バス

 を活用して、商用衛

 星７機の受注に成功

（別途「みちびき」もあり）

超小型携帯通信端末

 での技術実証に成功

現在、携帯電話での

 直接受信を可能とす

 る３０ｍ級の大型展開

 アンテナについて、

 メーカーと共同で開発

 を実施中。 12



ＷＩＮＤＳの概要ＷＩＮＤＳの概要
開発目的

政府ＩＴ戦略本部のe-Japan重点計画に基づき、
静止衛星通信が持つ

 ・広域性（地球のほぼ１／３をカバー）
・同報性（同時に情報伝達）
・耐災害性（災害時でもネットワークが破壊されない）

などの特徴を活かし、地上インフラとの相互補完に
よる地域格差のない高度情報通信ネットワーク社会
の形成に貢献するための技術開発・実証並びに実証
実験を、独立行政法人情報通信研究開発機構（ＮＩＣＴ）
との協力の下、実施する。

１）

 
超高速固定衛星通信技術の開発・実証

①通信速度の超高速化に必要な技術
・0.45m級アンテナで送受信1.5Mbps/155Mbps
・5m級アンテナで1.2Gbps

②通信カバレッジ広域化に必要な技術
・アジア・太平洋地域の広域での超高速通信

③利用分野の開拓に必要な通信網システムの整備
２）

 
超高速固定衛星通信ネットワーク機能の検証

超高速通信ネットワークの検証を行い、

 利用実験の実施を促進する。
13

主要諸元

打上げ
２００８年２月２３日/ H-ⅡAロ

 
ケット

設計寿命 ５年

軌道 静止軌道

 

東経１４３度

重量 約

 

２,７００ｋｇ（静止軌道上初期）

電力 ５,２００W以上



きずなきずなMBAMBA（固定アンテナ）と従来衛星の比較（固定アンテナ）と従来衛星の比較

従来衛星と比較し遅延時間の
半減から会話がスムーズに
全員参加型の会議や授業が可能に

きずなと従来衛星の通信
 ネットワークの比較

技術的には、既存の商用衛星サービスに比べ、WINDS

 
は50倍以上の高速通信が可能な見通しを得た

ｲﾝﾏﾙｻｯﾄBGAN

 

：上下0.492Mbps
MegaWaveMarine：上り0.064Mbps、下り3Mbps

「きずな」（WINDS）：上下155Mbps

ＷＩＮＤＳの概要ＷＩＮＤＳの概要（通信速度の超高速化）（通信速度の超高速化）
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ＷＩＮＤＳのＷＩＮＤＳの概要概要
 （通信カバレッジ広域化）（通信カバレッジ広域化）

国内及び近隣国向け

 
マルチビームアンテナ

 
（MBA）

広域(アジア・太平洋向け) 
アクティブフェイズドアレーアンテナ

 
（ＡＰＡＡ）

 
高速可動ビームにより広域をカバー

東南アジア向け

 
マルチビーム

 
アンテナ

 
（MBA）

可動ビームの走査可能範囲

アクティブ・フェーズド・

 アレイ・アンテナ

 （APAA）による可動ビーム

 （任意の2ヵ所）

○国内及び近隣国向けマルチビームアンテナ：
日本を９地域分割、及びソウル、北京、上海

○東南アジア向けマルチビームアンテナ：
香港、マニラ、バンコク、クアラルンプール、

 
シンガポール、ジャカルタ、バンガロア

15



ＷＩＮＤＳから得られた成果ＷＩＮＤＳから得られた成果及び産業への展開及び産業への展開
①利用の展開
■JAXAが開発した機器の機能性能を確認する実験及びWINDS通信網システムの

有効性を実証する実験である基本実験については、平成22年度で終了。
■平成20年度より主にアカデミックな機関を中心に実証実験を実施し、技術実証された

ものから徐々に民間を含む実利用機関との実利用実証へ(参考参照)。
・東日本大震災において岩手県庁、釜石、大船渡の３拠点に小型の可搬型地球局

（アンテナ径1.0m及び45cm）を臨時に設置し、ハイビジョンテレビ会議やインターネット
回線を提供する等、小型の可搬型地球局にて155Mbpsの高速回線を複数地点で使用
可能であることを示した。

・離島での通信や船舶での実験を通してアジア・太平洋の広い地域において高速イン
ターネット回線を提供できることを示した。

■平成23年度より民間からの新たな発想と主体性を大きく取り込むことによりWINDS
利用の更なる促進を図るべく、平成23年3月にRFIを実施。

②ＷＩＮＤＳコンポーネントの商用展開
・ＷＩＮＤＳで開発した低雑音増幅器（ＬＮＡ）をKaSAT（仏国ユーテールサット社）や

YahSAT（アブダビ首長国連邦）などに200台以上納入

注：LNAは低雑音増幅器で地上からの電波を受ける衛星搭載機器

KaSAT：フランス国ユーテルサット社の衛星で2010年12月27日打上げ

YahSAT：アブダビ首長国連邦の衛星でYahSAT1-Aは2011年3月31日打上げ失敗

16
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通信衛星開発の今後の方向性（その１）通信衛星開発の今後の方向性（その１）

19

世界の宇宙機器市場の中でも規模の大きい通信・放送衛星機器市場は、現在欧

 米が独占しているが、近年日本の技術が評価されつつあり、２００８年には日本企

 業が世界市場において我が国初となる国産通信衛星の受注に成功。

①世界の衛星ユーザの急速な通信需要の変化等に

 対応して、ニーズを捉えた以下の次世代通信・放送

 衛星技術等の研究開発を推進し、我が国の国際競

 争力を強化する。

・打上げ後においてもサービスエリアを柔軟に変更

 できるような通信衛星

・衛星通信の広域性を活かして広大な海洋でもイン

 ターネットが出来るような通信衛星

・観測衛星の高速データ伝送に必要なデータ中継

 衛星

②一方、東日本大震災で経験した通信インフラの重

 要性を踏まえ、例えば、携帯電話に緊急情報（余震

 情報、津波警報、避難経路等）を直接伝達すること

 や可搬局によるインターネット通信を可能とする災

 害時の非常用通信の緊急確保のための通信衛星

 システムの実現可能性について検討する。
（注）2011年までに追加で4機受注。

（注）



2020

通信衛星開発の今後の方向性（その２）通信衛星開発の今後の方向性（その２）

＜通信衛星開発の今後の方向性（文部科学省・JAXA）＞

（１）衛星基幹技術について
・我が国の各種衛星システムの開発を進める上で、常に技術の向上を図るべき衛星

基幹技術として、通信、気象・観測分野等における新しいミッションへの対応が可能な
新型静止衛星バス（最先端の技術を適用：衛星内ワイヤレス化、衛星内高速処理・
自己診断によるインテリジェント化等）を開発

（２）通信ミッション機器技術について

①大型展開アンテナの大型化、高周波数化

・現在、携帯電話程度の大きさの受信機で直接受信を可能とする30m級S帯アンテナの研究を

進めており、これを踏まえて更なる大型化

・高周波数化により可搬局でインターネット通信を可能とする5m級Ka帯アンテナ

②宇宙光通信の実用化

・光通信の適用により衛星間通信機器を小型化し、観測衛星とデータ中継衛星に配備

③その他、共通通信機器の先端技術による小型化、高効率化（窒化ガリウム素子を

用いた送受信機等）

（３）通信基盤技術の研究開発を担う総務省／ＮＩＣＴ、民間（衛星製造業者や通信事業者
など）との一層の連携強化
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（参考1）東日本大震災への支援について



1. 「きずな」、「きく8号」による東日本大震災への対応
東日本大震災では、地震及び津波により、固定電話、携帯電話から海底ケーブルま

 で被害を受けるなど、被災直後から、通信手段の多くが使用出来ない状況になった。

このため、岩手県や大船渡市等の自治体から要請を受け、「きずな」、「きく8号」によ

 る衛星通信回線の提供を行った。

（1）「きずな」による岩手県への衛星通信回線の提供

岩手県災害対策本部から要請を受けた文部科学省からの依頼により、岩手県
災害対策本部の指揮管理下で通信回線を提供

３月２０日から県災害対策本部(盛岡）、現地対策本部（釜石）の２地点で通信回
線の提供

３月２４日から現地対策本部（大船渡）を加えた３地点間で通信回線の提供

（2）「きく8号」による大船渡市、大槌町への衛星通信回線の提供

岩手県大船渡市からの要請を受けた文部科学省からの依頼により、３月２４日
から大船渡市役所の指揮管理下で通信回線を提供（市役所のインターネット環
境が整ったため、４月１０日提供終了）

岩手県災害対策本部から要請を受けた文部科学省からの依頼により、４月４日
から現地対策本部兼避難所となっている大槌町中央公民館で通信回線を提供
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「きずな」、「きく8号」による東日本大震災への対応の教訓から、災害に対応する新

 たな利用を提案する。

□「被災下でもインターネットへの期待が高い」
■インターネットは情報収集手段として非常に強力であり、安否確認の最新情報を検

 索する等の利用要望が多い。
■被災地では、音声だけでなく、地図情報やリアルタイム映像等が非常に重要。
■このため、災害発生後に、バッテリや自動車の電源等で使える衛星通信の可搬局

 によりブロードバンド・インターネット接続環境を確保する。

□「緊急情報の提供」
■災害発生直後に、緊急情報（余震情報、津波警報、避難経路等）を被災者の普通

 の携帯電話に人工衛星から直接、伝達する。
■また、緊急遭難信号の収集や、災害発生を想定し日頃から、地震計や津波センサ

 のデータ伝送を地上通信網に加えてバックアップとして衛星通信で収集する。

２. 「きずな」、「きく8号」の教訓からの提案
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【補足資料①】岩手県への「きずな」通信回線の提供について

□

 
目的
・ハイビジョンテレビ会議による情報共有
・IP電話による情報共有
・インターネットによる安否情報確認等

□

 
取り組み状況

３月１７日

 

筑波宇宙センター発、県庁到着、機材設置場所確認
３月１８日

 

県災害対策本部(盛岡）

 

：機材搬送、アンテナ設置
現地対策本部（釜石）

 

：盛岡から釜石へ移動、機材設置場所確認
３月１９日

 

現地対策本部（釜石）でのアンテナ設置、２地点間で接続確認完了
３月２０日以降

 

通信回線の提供
３月２４日

 

現地対策本部（大船渡）でのアンテナ設置、３地点間で接続確認完了
これ以降、通信回線の提供

□

 
「きずな」による災害時の通信

岩手県災害対策本部の指揮管理下で通信回線を提供
「きずな」の運用形態は、「災害等特別運用」として実施。（総務省の衛星アプリケーション実験推進

 会議（H19.5.30）資料による)

□

 
利用形態・成果

＜テレビ会議＞
・県災害対策本部と現地対策本部（釜石）間での情報共有（3/25以降毎日：災害対策本部主催の連絡

 調整会議）
・現地対策本部の釜石と大船渡間での情報共有（釜石と大船渡の沿岸広域振興局に各々局長、副局

 長が在籍し、局長と副局長間での利用）
＜インターネット＞

・住民による安否情報確認・発信、ニュース・公的手続き等の生活情報
・自治体派遣の医療チーム、海上保安庁、ボランティアによる関係者との情報共有や地図情報確認
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岩手県でのWINDS利用

◎盛岡市

○花巻市

○一関市

○奥州市

○久慈市

○宮古市

○大船渡市

○二戸市

○釜石市
県災害対策本部
岩手県庁

釜石市：現地対策本部
岩手県沿岸広域振興局

・ハイビジョンテレビ会議による情報共有
・安否情報発信

 

等

筑波宇宙センター

インターネット

インターネットによる

 
安否情報確認・発信

ハイビジョン
テレビ会議

ハイビジョン

 
テレビ会議

大船渡市：現地対策本部
岩手県県沿岸広域振興局

インターネットによる

 
安否情報確認・発信

ハイビジョン
テレビ会議
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【補足資料①】



【補足資料①】岩手県への「きずな」通信回線の提供について

岩手県災害対策本部と釜石の現地対策本部
間でのテレビ会議の模様（県庁で撮影）

県職員コメント：Web会議の品質に比べ、このテレビ会議は

 
綺麗で音も良い。

岩手県庁に設置された可搬型VSAT
の外観写真（アンテナ径1.0m）

現地対策本部（釜石）に設置された可搬型
USATの外観写真（アンテナ径45cm）

現地対策本部（大船渡）に設置された
可搬型VSATの外観写真（アンテナ径1.0m）

釜石と大船渡間でのテレビ会議の模様（大船渡
で撮影）
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【補足資料①】岩手県への「きずな」通信回線の提供について

釜石の現地対策本部の１階ロビーでインター
ネット利用している住民の模様

釜石の現地対策本部の１階ロビーでインターネット
利用している海上保安庁職員

大船渡の現地対策本部の１階ロビーでインター
ネット利用している住民の模様

• 避難者名簿の確認
• Eメール利用

• 仮設住宅に関する情報検索

注：ロビーに紙台帳もあるが、情報が古い。名前探しに一

 苦労。紙台帳と比較し、ネット上で、最新情報と氏名の

 検索可能
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【補足資料②】大船渡市への「きく8号」通信回線の提供について

□

 
目的

•インターネット接続による情報収集
•IP電話による情報共有

□

 
取り組み状況

•３月２３日

 

筑波宇宙センター発、
•３月２４日午前

 

大船渡市役所

 

：機材搬送、アンテナ設置、

 
大船渡-つくば間で衛星回線の接続完了

•３月２４日午後

 

通信回線の提供開始
•４月１０日

 

市役所のインターネット環境が整ったため、通信回線提供終了

□

 
「きく8号」による災害時の通信、利用形態・成果

•大船渡市役所の指揮管理下で通信回線を提供
•「きく8号」の運用形態は、大船渡市と筑波宇宙センター間を衛星回線で結び、インターネットを介して

 
大船渡市が情報収集を行うもの（災害時の形態としては、初めての試み)
•3月24日以降、大船渡市災害対策本部で定常的に利用（これまでインターネットが使用できなかったの

 
で大変助かっている、とのコメント）
•3月25日の大船渡市記者会見で「きく8号」を利用したインターネット回線の確保が取り上げられた

大船渡市役所に設置された
可搬型アンテナ（径90cmφ）

インターネットから情報を
収集する市職員

大船渡市役所に設置された
PCとインターネット電話
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【補足資料②】大槌町への「きく8号」通信回線の提供について

□

 
目的

•避難所におけるインターネット通信回線の提供

□

 
取り組み状況

•４月３日

 

筑波宇宙センター発
•４月４日午前

 

大槌町中央公民館

 

：機材搬送、アンテナ設置、

 大槌町－つくば間で衛星回線の接続完了
•４月４日午後

 

通信回線の提供開始

□

 
「きく8号」による災害時の通信、利用形態・成果

•大槌町中央公民館での避難者向けインターネット通信回線を提供
•大槌町における「きく8号」の運用形態は、大槌町中央公民館と筑波宇宙センター間を衛星回線で結び、

 避難者等向けの情報収集手段としてインターネット回線を提供するもの（災害時の形態としては大船渡

 市役所への回線提供に続き2件目)
•4月4日以降、大槌町中央公民館において、避難者等向けとしてインターネット回線を提供中。

大槌町中央公民館に設置された
可搬型アンテナ（径90cmφ）

大槌町中央公民館に
設置されたPC 29

大槌町中央公民館に設置された
可搬型通信実験用端末



○花巻市

◎大船渡市

○二戸市

◎大槌町

○盛岡市

○釜石市

大槌町
中央公民館

筑波宇宙センター

インターネット

大船渡市役所

ノートＰＣ
ノートＰＣ

IP電話

・避難所の方へのインターネット回線の提供
（大槌町中央公民館にノートPC2台設置）

・大船渡市役所（防災対策本部）における
各種情報収集。

・

 

大船渡市役所へのIP電話回線（3回線）の提供

きく8号（

 

ETS-8）端末
きく8号（

 

ETS-8）端末

きく8号（ETS-Ⅷ）

【補足資料②】
 

「きく8号」衛星回線による災害支援活動
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（参考2）「きずな」による実証実験例

31



32



33



34



35



【機密性 2情報】 

技術試験衛星Ⅷ型「きく 8号」(ETS-Ⅷ) 

 

０．担当部署：文部科学省研究開発局 JAXA 

事業開始年度：平成 9年度 

 

１．事業目的 

「きく 8 号」は、大型衛星バス技術、大型展開アンテナ技術、移動体衛星通信システ

ム技術、移動体衛星デジタルマルチメディア同報通信システム技術及び高精度時刻基準

装置を用いた測位等に係わる基盤技術の開発並びにそれらの実験・実証を行うことを目

的としている。 

 

２．事業概要 

 多様なミッションに対応可能な世界最高水準となる静止軌道上 3トン級の大型静止

衛星バス、及び、地上端末の小型化を可能にする世界最大級・最先端の Sバンド周波数

対応大型展開アンテナ（19m×17m）を用いた静止衛星「きく 8号」を情報通信研究機構

（NICT）と共同で JAXA が開発。「きく 8号」により、携帯端末による移動体衛星通信シ

ステム技術、及び、画像や高品質な音声の伝送を可能とする移動体衛星デジタルマルチ

メディア同報通信システム技術の実証として、携帯電話サイズの端末で静止衛星と直接

通信し小型・携帯端末でコンパクトディスク（CD）並みの高品質な音声や画像の伝導を

可能とする移動体音声通信実験及び移動体高速パケット通信実験を実施した。また、静

止衛星搭載の高精度時刻基準装置による衛星測位システム基盤技術の実験を実施した。 

 

３．事業期間・総事業費（事業開始から事業終了（見込み）まで） 

年度 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18  

予算 2 59 90 127 74 54 47 37 34 73 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 合計 

予算 13 7 6 6 2 2 2 2 2 2 639 億円

 

４．どのような計画や目標をたててやっているのか？その計画や目標の達成度は？ 

「きく 8 号」の開発・運用方針とその達成状況を以下に示す。 

開発・運用方針 達成状況 

平成 18 年度に衛星を打ち

上げ、その後 3年間のミッ

ション運用を行う。 

平成 18 年 12 月に衛星を打ち上げ、3年間のミッション期

間中に、大型静止衛星バス技術、大型展開アンテナ技術の

実証、並びに、移動体通信システムの実証実験、衛星測位

システム基盤技術の実験を実施し、所期の目的を達成し

た。ミッション期間終了後も、NICT 及び利用実験実施協議

会が通信実験を継続しており、JAXA としてはこの状況を利

用して静止衛星バス技術の長期的評価を行っている。 

 



【機密性 2情報】 

「きく 8 号」の目標とその達成状況を以下に示す。 

目標 達成状況 

3トン級静止衛星バスがシステ

ムとして正常に動作すること。 

イオンエンジンを除き左記目標を達成。イオンエンジン

は電源不具合により運用を停止。 

各機器の機能・性能が正常であ

り、3年間にわたり基本実験を

実施できること。（測位ミッシ

ョン、移動体衛星通信ミッショ

ン） 

・測位ミッション：左記目標を達成。搭載レーザ反射器

が国際標準に認定されるとともに、その成果を準天頂衛

星初号機の設計に反映。 

・移動体衛星通信ミッション：S帯給電部受信系の不具

合を受け、測位用アンテナを含む受信系で代替して、不

具合箇所を除き機能・性能の正常を確認。基本実験にお

いて、大電力照射によりアンテナ鏡面で発生する高調波

の影響評価を除く全実験項目を実施。基本実験成果を基

に、国土地理院をはじめとして、協定等を締結して実証

実験を実施。 

大型展開アンテナが正常に展

開すること。 

左記目標を達成。電気性能も正常であり、ビーム形状再

構成技術を実証。 

3年以上運用し、国内外の機関、

研究者の参加を得た利用実験

を実施できること。 

衛星は現在も運用中（4年以上）であり、欧州宇宙機関

（ESA）やJSAT、NTTドコモ、海洋研究開発機構など17機

関の利用実験を完了し、左記目標を達成。 

 

５．成果及び事業評価 

＜成果＞ 

・世界トップクラスのペイロード質量比 44%を達成し、ミッション搭載性を向上させ、

世界に比肩する大型衛星バス技術を開発、実証した。その成果は、国内外の商用衛

星７機に活用された。 

・軌道決定精度及び時刻決定精度について、目標の 100 m 以下、30 ns 以下を大幅に上

回る 6 m、5 ns を達成した。 

・常時可視である「きく 8号」と GPS 衛星を組み合わせた実験により、準天頂衛星の補

完機能の有効性を「みちびき」の打上げ前に事前実証した。 

・測位用アンテナと測位用受信機を用いて、携帯型端末による「きく 8号」との直接通

信を実現した。 

・平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災後に岩手県の大船渡市役所や大槌町中央

公民館への通信回線提供支援を実施し、地上回線が利用不可となる大災害発生時に

おける衛星通信の重要性を示した。 

＜事業評価＞ 

平成 21 年度独立行政法人評価において、「これまでの防災訓練等における実証実験の

成果から、端末および防災アプリケーションを改修し、自治体のみならず国土地理院や

防災科学技術研究所との共同実証により、災害情報通信技術の衛星利用を促進した。」

として、災害監視・通信プログラムとして A評価を受けた。 



【機密性 2情報】 

 

６．関係省庁との協力体制 

衛星搭載ミッション機器の内、移動体通信・放送用の給電部、搭載交換機等を NICT

（一部 NTT）、それ以外のアンテナ等のミッション機器、バス機器及び衛星システムを

JAXA が担当して開発。JAXA、NICT 及び NTT がそれぞれ基本実験を実施し、総務省の公

募により選定された機関、企業が行う利用実験を JAXA 及び NICT が支援した。実験計画

の策定等については、総務省の諮問会議である衛星アプリケーション実験推進会議にお

いて実施されている。 

 

７．主な委託先とその分担 

 衛星システム：三菱電機 

 衛星搭載通信機器、地上システム：日本電気他 



【機密性 2情報】 

超高速インターネット衛星「きずな」（WINDS） 

 

０．担当部署：文部科学省研究開発局 JAXA 

事業開始年度：平成 13 年度 

 

１．事業目的 

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点計画（e-Japan 重点計画）におけ

る世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成のための研究開発推進の一環とし

て、固定超高速衛星通信技術の開発・実証及び固定超高速衛星通信ネットワーク機能の

検証を行う。 

 

２．事業概要 

 「きずな」は、アジア・太平洋地域のデジタル・ディバイド解消、衛星利用の高度化

等に必要なギガビット級のインターネット通信を可能とする技術の確立を目的に、情報

通信研究機構（NICT）と共同で JAXA が開発した。「きずな」は、高利得の Ka 帯 MBA（マ

ルチビームアンテナ）及びビーム方向を高速に走査出来る APAA（アクティブフェーズ

ドアレイアンテナ）を有しており、日本国内及びアジア主要都市だけでなく広範なアジ

ア太平洋地域との高速通信が可能である。これら「きずな」特有の通信機器を利用し、

国内・海外の関係機関と協力して教育、報道、医療や防災、移動体通信など各種多様な

分野における通信実験を実施し、衛星高速通信の有効性を検証・実証している。 

 

３．事業期間・総事業費（事業開始から事業終了（見込み）まで） 

年度 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 

予算 75 68 74 52 33 80 81 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 合計 

予算 35 13 13 11 11 13 558 億円 

 

４．どのような計画や目標をたててやっているのか？その計画や目標の達成度は？ 

「きずな」の開発・運用方針とその達成状況を以下に示す。 

開発・運用方針 達成状況 

平成 19 年度に衛星を打

ち上げ、その後 5年間の

ミッション運用を行う。 

平成20年2月に衛星を打ち上げ、衛星の初期機能確認を完了

後、JAXA及びNICTの基本実験や総務省公募による利用実験

等のミッション運用を継続中である。その内、JAXAが実施

する基本実験に関しては3年で完了した。 

 

「きずな」の目標とその達成状況を以下に示す。 

目標 達成状況 

通信速度の高速化とし 「きずな」打上げ後の初期機能確認及びその後に実施した
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て、小型アンテナによる

155Mbpsの高速通信がで

きること。 

各種通信実験により、小型アンテナ（45cm/1.0m/1.2m等）

によって最大155Mbpsの高速通信が可能であることを確認

した。 

通信カバレッジの広域

化として、アジア太平洋

地域の任意の地点との

超高速通信が実施でき

ること。 

「きずな」打上げ後の初期機能確認及びその後に実施した

センチネルアジア実験により、APAA を用いてモンゴル、フ

ィジー、スリランカ、ネパール、インドネシア、ベトナム、

キルギス、カザフスタンなどの広範にわたるアジア太平洋

地域の地点と通信できることを確認した。 

「きずな」通信ネットワ

ーク機能の有効性を実

証できること。 

平成 20 年度より開始した基本実験により、所期に計画した

防災・教育・医療・報道・基幹回線の各分野について「き

ずな」通信ネットワークの有効性を実証した。 

「きずな」を利用した実

用化への技術的な目途

が立つこと。 

可搬型地球局を東日本大震災被災地 3拠点に設営してのブ

ロードバンド環境提供や、センチネルアジアでの実災害緊

急運用（6回）、皆既日食生中継、筑波大の単位制授業、現

業病院での利用実証等の基本実験の成果を適用して、外部

機関等による利用実験が実施され、実利用への技術的目途

が立った。さらに、APAA 船舶動揺補償移動局に関して商船

他での実利用などに結びつくこととなった。 

 

５．成果及び事業評価 

＜成果＞ 

平成 20 年度より開始した基本実験により、教育、報道、医療、非常用通信、移動体

通信などの多様な分野において「きずな」の有効性を確認した。また、平成 23 年 3 月

11日に発生した東日本大震災後に岩手県災害対策本部への通信回線提供支援を実施し、

地上回線が利用不可となる大災害発生時における衛星通信の重要性を示した。当初計画

5 年間に対し 3年間で基本実験を完了し、平成 23 年度より民間からの新たな発想と主

体性を大きく取り込むことにより「きずな」利用の更なる促進を図るべく、平成 23 年

3 月に NICT と共同で、「きずな」の利用に関する意見を広く民間から募る RFI を実施。 

＜事業評価＞ 

平成 21 年度独立行政法人評価において、災害監視・通信プログラムとして A 評価（当

該年度に実施すべき中期計画の達成度が 100 パーセント以上）を受けた。 

また、総合科学技術会議（CSTP）による平成22年度概算要求における優先度判定で、

「本施策は、従来の通信衛星の概念を大きく変え、高速な通信能力と広範囲なサービス

エリアを提供するものであり、着実に実施すべきである」との判定を受けた。  

 

６、関係省庁との協力体制 

 衛星搭載ミッション機器の内、ベースバンド交換部を NICT、それ以外のアンテナ等

のミッション機器、バス機器及び衛星システムを JAXA が担当して開発。JAXA 及び NICT
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がそれぞれ基本実験を実施し、総務省の公募により選定された機関、企業が行う利用実

験を JAXA 及び NICT が支援している。実験計画の策定等については、総務省の諮問会議

である衛星アプリケーション実験推進会議において実施されている。 

 

７、主な委託先とその分担 

・衛星システム：日本電気 

・衛星搭載通信機器：三菱電機、日本電気 

・地上システム：日本電気 
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